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論 文 内 容 の 要 旨
序章
本論文の目的は、組織内個人の公正感に注目し、これが個人 と組織を繋ぐ役割を果たすことを、社会
心理学的視点から考察することである。本論文は、公正を個人 と組織を結びつける変数 と見なす様々な
理論や試みを公正の絆仮説 と呼ぶこととす る。この絆仮説の検討が本論文の課題である。
本章は、社会心理学における公正研究を次の4領域に分類 した。第1は 、人々が どういった要因や基
準に基づいて公正、不公正の判断を下すかを問題にする研究領域である。第2は、公正や不公正の知覚
が人々の態度や行動にどのような影響を及ぼすかを問題にする研究領域である。第3は 、人々が公正さ
に注目する動機を探る研究領域である。第4は 、人々がいっ公正さに関心を持つかを問題 にする研究領
域である。絆仮説の検討は、上記の4領域の中でも公正効果研究 と要因研究に関わりが深いことが主張
された。また、本論文のアプローチの特徴 として次の2点が述べ られた。第1の 特徴は、公正要因や効
果を説明する様々な理論の中でも、交換モデル と社会的同一性モデルに焦点を当てなが ら対比的に議論
を進める点である。第2の特徴は、企業の従業員を対象 として質問紙調査法によって両モデルの妥当性
や統合可能性の検証を試みる点である。さらに、本論文から期待される3つの成果が述べられた。第1
に、これまでのところ我が国の従業員を対象 とした公正研究は充分 とは言えない。 したがって本論文を
通 して、我が国の個人 と組織の関係を記述 ・分析するために公正さが どの程度有益であるかをある程度
明らかにすることが期待される。第2に 、主 として米国で行われた先行研究 と本研究を比較することに
よって、日本特有の公正効果や公正要因を明 らかにすることが期待 される。第3に 、組織運営に対する
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処方的な含意を得ることも期待される。
最後に、本論文の全体構成や各章の内容について説明がなされた。
第1章 社会心理学における公正研究
第1章 は、社会心理学における公正研究を概観 した。はじめに、公正研究における社会心理学視点の
必要性が議論された。社会状況などによって変化する公正感の内実を明 らかにするためには、規範的議
論だけでは不充分であり、主観的な研究志向をする社会心理学的視点が必要であることが主張された。
また、本論文 は、公正性を分配的公正 と手続き的公正 という操作的定義にしたがって議論を進めていく
ことが明示された。
次に、社会心理学における公正研究が次の4領域か ら展望された。第1の 領域は、公正の基準や要因
を明 らかにする公正要因研究である。公正要因は、分配的公正要因と手続き的公正要因に分けて議論が
進められた。はじめに分配的公正要因は、相対的剥奪理論、衡平理論そして配分選好理論の観点か らそ
れぞれ検討された。相対的剥奪理論 とは、公正知覚が客観的な性質ではなく相対的な性質によって決定
されることを指摘 し、心理学的公正研究の先駆けとなったものである。 この比較の観点を発展 し、さら
に精緻化 させたモデルがAdams(1965)の衡平理論である。 このモデルは、個人が自分のインプッ トと
アウトカムの比率を同一条件下の他者比率 と比較 し、両者が均衡 している場合のみ公正な分配 と判断す
ると説明する。Adamsは分配の公正さの基準が衡平原理にあることを示 したが、分配的公正さを規定す
る基準は衡平原理だけではない。配分選好理論は、人々が状況に応 じて多様な公正原理を使い分けてい
ることを示した。 ここでは衡平原理以外に、均等原理や必要性原理が分配的公正の原理 として提起され
た。次に、手続 き的公正要因は、構造的要因 と社会的要因から検討された。手続き的公正の構造的要因
は、Thibaut&Walker(1975)のコン トロール理論やLeventhal(1980)の手続 き的公正の基準から
検討された。Thibaut&Walkerは、当事者が決定 コントロールや過程 コン トロールが多 く配分された
紛争解決手続 きを公正 と知覚する傾向を見出した。決定 コントロール とは、当事者が紛争の解決に及ぼ
す直接的な影響力であり、過程 コントロール とは、当事者が紛争解決の第3者 の意思決定過程に及ぼす
影…響力である。また、Leventhal(1980)は、手続 き的公正の基準を理論的に示 した。彼 は、手続き的
公正の基準 として一貫性、偏 りの無さ、正確さ、修正可能性、代表制、倫理性 という6基準を提示 した。
手続き的公正の社会的要因 とは、手続きを執行する立場にある権限者 との対人関係から派生する公正知
覚である。 こうした手続き的公正の社会的要因は、社会的感受性 と情報提示による説明 という2側面の
あることが知 られている。社会的感受性 とは、当事者が権限者か ら受けた配慮あるいは尊重された程度
を示す。情報提示による説明とは、権限者から正確な情報に基づ く説明を充分に受けたかを指す。
第2の領域は、公正効果研究である。公正効果研究 とは、個人の公正判断が彼 らの態度や影響に及ぼ
す影響力を問題にする研究領域である。ここでは分配的公正効果 と手続き的公正効果のふたつが検討 さ
れた。分配的公正効果は、衡平理論の観点からその心理的メカニズムの議論が行われた。衡平理論にお
いて、個人は不衡平状態に置かれると心理的緊張感をいだき、個人はこの不衡平を排除 ・低減 しようと
動機づ けられ る存在 と見なされている。この動機に基づいて、個人が自分の生産性を向上させた り、減
退させ ることがいくつかの実証研究を通 して明らかにされた。次に、手続き的公正効果について検討さ
れた。 ここでは、個人が自己の分配や結果の公正 さだけでな く、ある結果が導かれる過程や報酬分配の
過程の公正さに注目しながらその後の態度や行動を決定する点が強調された。特に、組織場面において
手続 き的公正が個人の長期的態度に及ぼす影響が強調された。
第3の 研究領域は、なぜ人々が公正さに関心を持つかを検討する公正動機の研究である。ここでは、
一66一
合理的人間観 に基づ く道具的モデル、同一性モデルに基づ く社会的モデル、そして道徳規則 としての公
正さを強調する道徳性モデルが議論された。第1の 道具的モデルは、人々が自分の利益獲得の手がか り
と公正さに注 目する点を強調するものである。第2の社会的モデルは、人々が自己の価値や同一1生を確
認する手掛か りとして公正さに注目する点を強調するものである。第3の道徳性モデルは、人々が内在
化させている道徳則にしたがって公正に注 目する点を強調するものである。
第4の研究領域は、人々がいっ公正 さに関心を持つかを論ずる公正関心の研究である。はじめに、基
本的動機 としての公正さを強調するLerner(1980)の公正世界仮説が議論された。公正世界仮説 とは、
人々が公正な世界 と信 じたいという欲求を持っ という前提に立ち、個人の公正 ・不公正の認知の仕方を
解明する一連の仮説である。人々は、世界が公正であるという信念を維持するために、 しばしば現実を
歪めて認知 しようとする傾向のあることが指摘された。次に、状況によって公正関心が制約されるとす
る研究が検討 された。はじめに公正関心が制約するメカニズムが道具的観点 と社会的観点か ら説明され
た。道具的観点は、公正関心が自己または自集団の利益によって決定されると仮定するものである。こ
れとは対照的に、関係的観点は公正関心が規範的及び社会的関心 よって決定されると仮定するものであ
る。続いて、公正関心に及ぼす社会的要因が検討された。ここでは、公正関心が社会的資源や機会の欠
乏や豊富さの程度あるいは社会的構造や当事者の社会的役割によって変動することが説明された。
第2章 組織における公正研究
第2章 は、個人と組織を結びつける公正の絆機能を議論した。本章は、 こうした公正の絆機能を道具
的アプローチと社会的アプローチに分けて論じた。道具的アプローチは、公正さのもたらす利得や便益
を強調するものである。 ここでは、個人が公正の道具的価値 に注 目して、組織への対応を決定する過程
に注目する。道具的アプローチ としてコントロール・モデル、衡平理論、社会的交換理論を取 り上げた。
コン トロール ・モデルでは、手続き的公正の手段性が強調される。すなわち、個人は組織内の手続き的
公正を知覚すると長期的利得を獲得することができるという見通 しを抱 く。この見通 しによって、個人
は組織への長期的な関与がもた らす利便性 を認知 し、結果的に組織への関与を強めてい くと説明され
る。衡平理論では、個人の不衡平回復の動機づけが強調される。不衡平は、過剰支払いと過少支払いの
2種類が仮定されている。過剥支払いの場合、個人はより生産性 を向上 させることが明らかにされてい
る。一方、過少支払いの場合、個人は労働量を低減させることが明らかにされている。 こうした不公正
回復のメカニズムは、個人が組織に関与を強めていく過程にも見出され ると考えられている。社会的交
換理論は、公正さが個人 と組織の交換関係に及ぼす機能に焦点を当てている。個人は、組織内の公正さ
を知覚すると交換関係を安定 したもの と認知する。 こうした交換関係を維持 し、発展させ ようとする動
機か ら、個人は組織への返報を行 う。返報の形態 として組織志向などの組織への関与が考えられる。
道具的アプローチでは、個人が抱 く資源を獲得 したいという動機が重視されたが、対照的に、社会的
アプローチは、人々が重要な他者か ら評価 されたいという願望によって動機付けられる点を重視する。
このアプローチの中で、公正さは他者から評価 されたいという願望に影響を及ぼす要因であると位置づ
けられている。ここでは、社会的同一性理論の中に公正概念 を適用 した集団価値モデルをとりあげた。
このモデルの中で、組織における公正な手続 きやその運用 は、個人が組織によって適正に処遇され、構
成員 として尊重されているというメッセージを伝達すると解されている。 このような社会的メッセージ
によって個人は、自分が組織の一員であることに誇 りを持ち、社会的同一性を高めると考えられている。
さらにこうした社会的同一性をもた らす組織の価値を高めようという動機か ら、個人が組織への関与を
強めていくと説明される。
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この章は、個人 と組織 を結びっけ る機能 を道具的 アプローチ と社会的 アプローチ とい うふたっの観点
か ら議 論 した。両 アプローチは対照 的に位置づ けられ ることが多 いが、 どちらか一方が正 しい といった
排他的な ものではない。む しろ両 アプローチ は相互補完 的な関係 にあ り、個 人 と組織 の絆 を検討す る上
で欠かせ ない もので ある。
第3章 個人 と組織の絆機能 と理論モデルの提起
第3章 は、絆仮説 を検討す るための理論モデルを提示 した。 は じめに仮説 の検討 に用 い られた各変数
の概念 と展望 を行 い、最後 に本論文 の理論的仮説 モデルを提示 した。
理論 モデルを構成す る各変数 は、仮説 に したがって3次 元 に分 けるこ とがで きる。第1の 次元 は、組
織 内誘 因であ り、 ここで は従業員 が組織 に見 出す魅 力 を報酬性 と公正性 の観 点か ら議論 す る。本論文
は、報酬性 を個人が組織 か ら獲得 する様々な利益、便益 を広 く示す ものであ ると定義 し、経済的報酬 と
社会的報酬 に分 けた。経済的報酬 とは、従業 員が組織 か ら得 る物質的資源であ り、例 えぼ給与や企業 内
給付があげ られ る。社会的報酬 とは、個人が組織 の人 間関係か ら得 る様々な便益 を表 すが、 その中で も
上司か ら得 られ る支援行動に注 目 した。 これ を測定 す るために、本論文 は、メ ンタ リング とい う概念 を
取 り上 げた。 メンタ リングは、仕事上 の支援 や情報提供 とい う業務 にかかわ る日常 的な支援か ら仕 事の
配分や推薦 といった キャリア支援 まで含む幅広 い概念で あ り、 これ について簡単 に展望が なされた。仮
説 モデルの第2の 次元 は、親組織態度で ある。 これは従業員が組織 に対 して抱 く肯定的 な態度 を示す。
親組織 的態度 として は、職務満足感、功利的 コ ミッ トメン ト、社会的同一1生が取 り上 げ られた。職務満
足感 とは、職務上の経験 に対 して どの程度の肯定 的な情動 の状態 と一般 に定 義 され る。 さらに、 これを
測定 す る代表的 な尺度であ るMSQとJDIについて簡単 な展望が行われた。組織 コミッ トメン トは、情緒
的次元 と功利的次元 に分 けて論 じ られた。情緒 的次元 は、 ある特定の組織 に対す る個人の 同一化 お よび
関与 の強 さ と定義 とされ、功利 的次元 は、組織 か ら離脱す ることの不利益 が大 きいため、現在 に所属 し
続 け る程度 と定義 された。本章 は、 この組織 的 コミッ トメン トの2次 元モデルの発展 につ いて簡 単に展
望 を行 った。 また、近年 に提唱 された組織 コミッ トメン トの3次 元モデルについて も論評 された。社会
的同一性 は、Tylerたちの議論 に基づ き、集団 プライ ドとリスペ ク トの2次 元 か ら構成 され る概念 であ る
と定義 された。集団 プライ ドは、集団への愛 着、集 団同一化、集団価値 内面化 を表 し、 リスペ ク トは、
他成員か ら受 ける仕事ぶ りや人物 としての評価 を示 す。仮説モデルの第3の 次元 は、組織志向行動 であ
る。 これ は従業員が組織 に対 して示す機 能的な行動 を表すが、特 に、OCBに注 目した。OCBと は、正規
の給与体系 に含 まれない行動で あるが、総体 として、組織 の機能性向上 に役立 っ行動 として定義 され る。
本章 は、Podsakoff,MacKenzie,Paine,&Bachrach(2000)の分類 に基づ き、援助行動 、スポー ツマ
ンシ ップ、組織 への忠誠、組織へ のコンプライア ンス、率先性 、市民 の美徳 、自己開発 とい うOCBの代
表 的な7因 子 を論評 した。
最後 に、絆仮説 を検討 す るための理論モデルが提起 された。理論モデルは、組織 内誘因の知覚 、親組
織 的態度 の形成、組織 志向行動 の発現 とい う3段 階か ら構成 された。最後 に理論モ デル を検証 す る個別
研究 の概要が述べ られた。
第4章 公正絆仮説の実証的検討
第4章 は、前章において提起された仮説モデルを調査法によって検証 したものである。研究1で は、
交換モデル と集団価値モデルの観点から従業員が親組織態度 と組織志向行動を強めるメカニズムを検討
した。 ここでは、分配的公正、構造的公正、対人的公正、自己利得、中立性などが功利的コミットメン
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ト、情 緒的 コミッ トメン ト、同一1生、OCBに与 える影響 を検討 した。い くつかのパス解析 を行 ったが、
最終的には、功利的 コ ミッ トメン トがすべての独立変数 に規定 され る一方で、情緒的 コ ミッ トメン トを
強めたのは構造的公 正だけである ことが明 らかに された。 また、OCBは情緒的 コ ミッ トメン トや 同一性
によって広 く規定 されてい ることが明 らか にされた。 さ らに、因子分析 の結果、1次 元 と仮定 された対
人的公正 が、 中立性 と信頼性や地位 の尊重か ら構成 され る因子 に分かれ ることが見出 された。
研 究2も 、交換 モデル と集 団価値 モデル に基づ き、組織 コ ミッ トメ ン トの要因 を検討 した。組織 コ
ミッ トメ ン トを高め る要 因 として、経済 的報酬、社会 的報酬、対人的公正、構造的公 正が仮定 され た。組
織 コ ミッ トメ ン トは、功利的 コ ミッ トメ ン トと情緒 的 コ ミッ トメ ン トに分 け られ た。重 回帰分析 の結
果、功 利的 コミッ トメン トは、構造的公正、経済的報酬、社会的報酬、対人的公正 とい う仮定 したすべ
ての変数に よって高 められ ることが見出 された。一方 で、情緒的 コ ミッ トメン トに対 しては、いずれの
説明変数 もこれ を強め る効果 は見 出されなかった。我々 は、報酬 や公正 に関す る変数が情緒 的 コミッ ト
メ ン トではな く功利的 コミッ トメン トと強 く結びつ く理 由 として、成果主義の進展 を指摘 した。 また、
研究1と 同様 に対人的公正 は、 中立性因子 と信頼 と地位 の:尊重か ら構成 され る因子 に分かれ ることが明
らかに され、後者 は他の項 目とともに社会的報 酬を表 す ことが明 らかに された。
これ らふたつの実証研究 において は、報酬 や公正 に関す る変数 が職務満足感や功 利的 コミッ トメン ト
といった合理的関与 を強め る一方で、情緒的 コ ミッ トメン トや社 会的同一性 といった情緒 的関与 を高 め
る効果 はあま り見出 されなかった。 これ らの結果 は、交換モデルの有効性 を支持す る一方で集 団価値モ
デルに疑 問を投 げか けるもので あった。 しか し研究1に おいて、構造 的公正 によって情緒 的 コミッ トメ
ン トが高 め られ る効果 が見 出された こ とか ら、集 団価値モデルの観 点か らも議論す る必要 があ ると思わ
れ る。 そ こで研究3は 、研究1や2の よ うに社会 的交換モ デル と集 団価値 モデル に分 けて個別 に議論す
るのではな く、両者 を統合 した視点か ら個人 と組織 の絆過程 を検 討 した。統合モデル は、価値 同一化発
展モデル と名づ け られた。 これ は公正性や報 酬性 の知覚が、功利的動機 に よる合理的関与 を高 め、合理
的関与が情緒的関与 へ と発展す る と予測す るモデルで ある。なお、本研究 は、研究1と 研究2の 結果か
ら、信頼性 と地位 の尊重 は社会的報酬 に含 まれ る概念 であ ると仮定 された。SEMに よる分析 は、このモ
デルの妥当性 を支持す るもので あった。 この結果 は、 これ までの研 究の疑 問点 に答 えるものであ り、従
来の研究 は、報酬 と公正性 と情緒 的関与の間 を媒介 す る合理的関与の効果 を見過 ご していたため、報酬
や公正 さ と情緒的関与の結 びっ きを明 らか にで きなかった と解釈 された。
第5章 総合考察
第5章 は、4章 の各研究を通 して得た実証的知見を総括 し、また、それらが組織運営に与える実践的
含意にっいて論じた。
実証的知見は、公正 と報酬性の構造 と個人 と組織の絆過程 とい うふたっの観点か ら総括が試み られ
た。公正 と報酬性の構造にっいては、はじめに分配的公正 と経済的報酬の関連が検討された。経済的報
酬に対する充足感は、その絶対的価値尺度に基づ くというよりは、過去の自分の報酬や他者の報酬 との
比較に基づ く相対評価、すなわち、公正評価を伴 うことによって始めて生 じるものであると解釈され、
結果の善 し悪 しを評価するに当たって公正さは不可欠の観点であることが結論 として述べ られた。次
に、対人的公正 と社会的報酬の関連が検討された。 これまで対人的公正 と見なされてきた信頼1生や地位
の尊重は、a)当 事者が権威者に精通 している程度、b)当 事者 と権威者の相互作用の継続1生という当
事者 と権威者の関係を規定するふたつの要因によって公正価値 にも報酬価値にもなりうると解釈され
た。職場組織の上司 と部下の関係のように、当事者が権威者に精通する程度が高 く、また両者の間に継
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続的な相互作用が仮定される場合、信頼性や地位の尊重は社会的報酬 と見なされるという結論を得た。
個人 と組織の絆過程にっいては、次のふたつの結論が得 られた。ひとつは、公正さが個人 と組織の結び
つける構成の絆効果が、欧米だけでな く我が国の組織に当てはまる現象であることが改めて主張 され
た。 もう一つは、研究3の価値同一化発展モデルに関する結論である。このモデルは、合理的関与から
情緒的関与への発展を強調するものであるが、これが年功制か ら成果主義への変化を続ける近年の雇用
環境を反映 した妥当なモデルあると位置づけられた。
最後に、本論文から得 られる実践的含意にっいて述べ られた。ここでは、組織内の公正さをトータル
に維持、管理する取 り組みをフェアネス ・マネジメン トと呼ぶ ことが提起 され、 これを実践する具体的
な施策が、賃金・給与、人事考課、管理者能力という3つの観点から述べられた。最後 に、フェアネス・
マネジメントが従業員のリテンションに寄与することが主張され、本論文の結びとされた。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文の 目的は、組織 内において個人が経験す る公正感 に焦点を当て、 これが個人 と組織 を結 びつ け
る役割 を果たす ことを社会心理学的立場 か ら考察す るこ とであ る。
本論文は全5章 か ら成 るが、第1章 において、論者 は、社 会心理学 における従来の公正研究 を4領 域
に分 けて概 観 した。第1の 領域 は公正基準 とその要 因の研 究で あ る。分配 的公正 に関 して は衡平、平
等、必要性 の基準 を巡 って多 くの研究が行 われて きたが、特 に論者 は、人々が状況 に応 じて これ らを使
い分 けるとす る配分選好理論 を重視 してい る。手続 き的公正 の要 因は、制度や システムな どの構造的要
因 とこれ を運 用 す る権 限者 に関す る社会 的要 因 に分 け る こ とが で き る。前 者 はThibaut&Walker
(1975)が論 じた コン トロール、Leventhal(1980)の上 げた手続 き的公正基準(一 貫性、不偏性、代
表制、修正可能性 な ど)な どが含 まれ る。一方、社会 的要 因 とはTyler&Lind(1992)の関係モ デル を
中心に検討 し、 これ は運用者 の社会 的感受性(配 慮 と尊重)と 情報提示の2側 面 か ら成 る。第2領 域 は
公正効果研究で、公正判断が人々の態度や行動 に及ぼす影響 力を検討 した もので ある。論者 は ここで も
分配 的公正 と手続 き的公正のふたつ の観点か ら論 じてい るが、人々 は分配的不公正 を改善 するために自
己の遂行 を調整す るこ と、 また、手続 き的公正感 はシステムへ の信頼 を生み出す ことに よって親組織態
度 を強 める ことな どが強調 された。第3の 領域 は、なぜ人が公正 さに関心 を持つか、即 ち公正動機 の研
究 であ る。道具的モデルでは人々 は自己利益 を確保 す るために公正 さを目指す とす るが、社会的モデル
では、公正性 は道徳 的徳 目の一つで あ り、人々はその実現 に本来的 に動機 づ けられてい るとされ る。第
4の領域 は、人々がいっ公正 さに関心 を持っか とい う課題 を巡 る研究で、人々が公正 な世界 を信 じたい
とす る基本的動機 を持 っ とす る公正世界仮説、 また、公正関心 を制約す る社会 的状況 の特徴 を明 らかに
する研究が取 り上 げられて、議論 された。
第2章 で は、論者 は、個人 と組織 を結ぶ公正 の絆機能 を道具的 アプローチ と社会的 アプローチに分 け
て論 じた。道具的 アプローチ は、公正 さの もた らす利得や便益 を強調 す るもので、Thibaut&Walker
(1975)のコン トロール ・モデル、Adams(1965)の衡平理論、Moormanたち(1993)の社会的交換
理論 な どをも とに論 じた。 それ らに共通 す る主 張は、組織 に対す る手続 き的公正知覚が長期的観点か ら
の個人的利得の保証 を与 え、 これ によって個人 は組織 に対す る関与 を強め るとす るものであ る。一方、
社会的 アプローチは、社会的同一 陸理論 に公正の機能 を組 み込 んだ もので(Tyler&1.ind,1992)、組織
にお ける公正 な手続 きは、個 人が組織 に よって適正 に処遇 され、構 成員 として尊重 され てい る とい う
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メッセージを伝達す るもの とみなされる。 こうした同一性保護的な社会的メッセージを受け取ることに
よって個人は、組織の一員であることに誇 りを持ち、組織に対す る愛着を強めるとされる。論者は、こ
れらふたっのアプローチはどちらか一方が正 しい といった排他的なものではな く、公正の絆のそれぞれ
異なる側面を論 じているものであ り、それ故、個人 と組織の関係を理解する上で相互補完的なもの と解
すべきであろうとした。
第3章 では、公正の絆仮説を実証的に検討することを目的に、論者自身の仮説モデルを提起 した。前
章で概観 した道具的アプローチと社会的アプローチから主要な変数を抽出して、その概念の明細化 と位
置づけを行い、それ らをモデルに組み込んだものである。それ らは3次元に分けられ る。第1次 元は組
織内誘因であり、従業員が組織に見出す魅力を報酬性 と公正性の観点か ら評価するものである。経済的
報酬 とは給与や企業内給付など従業員が組織か ら得 る物質的資源、社会的報酬 とは個人が組織の人間関
係から得 る様々な便益のことで、中でも論者は上司から得られる支援行動(メンタリング)を重視する。
第2次元は親組織態度で、これは従業員が組織に対して抱 く肯定的な態度である。 これを構成する変数
として、論者は、職務満足感、組織 コミットメント、集団価値を取 り上げ、それらを測定する尺度につ
いてレビューを行った。組織 コミットメン トのうち功利的コミットメントは長期的観点か ら利益を期待
して組織帰属を志向すること、情緒的コミットメントは組織に対する愛着や忠誠心など心情的な結びっ
きを表す。集団価値 はTylerたちの集団価値理論に依拠 し、集団プライ ドとリスペク トの2側面に焦点
を当てた。前者は集団に対する同一化 と誇 りなどを表 し、後者は、集団内での地位や評価を表すもので
ある。第3次 元は組織志向行動である。 これは従業員が組織に対 して示す機能的行動を表すものだが、
論者は特にOCB(組織市民行動)に注 目した。OCBとは職務役割外の献身的行動であるが、それは近年
の組織心理学において組織の機能的運営に不可欠のものとして注目されている。論者は、こうした組織
に対する支援的な態度 と行動が、十分な水準の報酬だけでな く組織に対する公正知覚によって動機づけ
られるものであると仮定 し、本章において、それらを表す変数を組み込んで論者 自身の公正の絆モデル
を提起 した。
第4章 は、論者の仮説モデルを日本企業社員を対象に調査法によって実証的に検証 しようとしたもの
である。研究1で は、交換モデルと集団価値モデルの観点か ら社員が親組織態度 と組織志向行動を強め
るメカニズムを検討 した。分配的公正、構造的公正、対人的公正、自己利得などが組織 コミットメント、
同一性、OCBなどに与える影響をパス解析で分析 したところ、功利的コミットメン トがすべての独立変
数に規定されたのに対 して、情緒的コミットメン トを強めたのは構造的公正だけだった。OCBは情緒的
コミットメントや同一性によって広 く規定されていることが見いだされた。研究2も 同じ枠組みで組織
コミットメントの要因を検討 したが、因子分析に基づいて対人的公正の一部、信頼 と尊重を社会的報酬
に含めた り、上司によるメンタリングをやは り社会的報酬に加えるなどの修正を試みた。パス分析結果
は研究1に 類似 してお り、交換モデルの有効性を支持する一方で集団価値モデルに疑問を投げかけるも
のであった。研究3で は、社会的交換モデルが仮定する絆過程 と集団価値モデルのそれを分離せず、相
互作用するもの として統合的モデルの構築を試みた。 この価値同一化発展モデルでは、公正性や報酬性
の知覚が功利的コミットメン トを強め、こうした合理的関与が情緒的関与(コ ミットメント)へと発展
すると仮定 した。構造方程式モデル リングによる分析は、この統合モデルの妥当性を支持するもので
あった。この結果は、公正による情緒的関与の強化が合理的関与によって媒介されることを示 している。
第5章 において論者は、3つ の実証研究を通 して得 られた知見を総括し、それ らが組織運営に与える
実践的含意にっいて論 じた。組織か ら得 られる経済的報酬に対する個人の充足感は絶対的価値ではな
く、過去の自分の報酬や他者の報酬 との比較に基づ く相対評価であ り、これが公正評価のもとになるも
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のである。それ故、報酬評価において公正さは必須の次元であると論者 は結論づけた。次に、論者は対
人的公正 と社会的報酬の関連について考察した。従来、対人的公正 と見なされてきた権威者の信頼性 と
地位の尊重は、a)当 事者が権威者に精通 している程度、b)当 事者 と権威者の相互作用の継続 【生と
いう2要因によって公正価値にも報酬価値にもな りうる。職場組織 における上司と部下の関係は精通度
が高 く継続的相互作用 を含むので、この場合は信頼性 と地位の尊重は社会的報酬 と見なされると論者は
主張する。実際、データの因子分析はこの主張を支持するものだった。個人 と組織の絆過程については
ふたっの主要な結論が得 られた。第1に 、公正 さが個人 と組織 を結びつけるとする絆効果が欧米だけで
な く我が国の企業組織の従業員にも見られることが確認された。第2に、公正の絆は合理的関与から情
緒的関与へ と発展するとする論者が構築 した統合モデルの妥当性が確認 されたが、これは年功制から成
果主義へ と変貌 しつつある近年の我が国の雇用環境に特に応用性の高いモデルであると言えよう。 こう
した実証的知見に基づいて論者は、今後の日本の企業組織では、組織内の公正さをトータルに維持 ・管
理するフェアネス ・マネジメントを重視する必要があること、これが流動化 しっつある労働市場におい
て従業員の リテンションを促進する上で効果的であることを強調する。
本論文において論者は3つの実証研究を通 して日本企業社員の組織に対する態度を公正知覚に焦点を
当てて分析 した。研究がいずれも調査票を用いたクロス ・セクショナルなものであることはそれ らの知
見の限界を示すものである。 しか し、欧米における組織 と公正に関する理論 と研究を綿密に検討 し、こ
れを通 して新 しい公正の絆モデルを構築 したこと、500名以上の企業社員から得たデータの分析 を通 し
て、公正感が彼 らの組織に対する結びつきを強めるはたらきをしていることを実証的に示 したことなど
か らみて、本論文は、組織心理学 という学問領域だけでな く、岐路に立つ日本企業の経営 と人事管理の
あり方に対しても有益な示唆を与えるものである。よって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を
授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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